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伊方発電所３号機 長期施設管理計画（30年目）に係る 

原子力安全専門部会の審議概要 

 
１ はじめに 

令和５年 10 月１日に、脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電
気事業法等の一部を改正する法律（以下「改正法」という。）が一部施行され、伊方発電所
３号機は、改正法の本格施行（令和７年６月６日）の前日までに、長期施設管理計画の認
可を受ける必要がある原子炉に該当したことから、四国電力は、令和６年 10月 31日、原
子力規制委員会に対して、改正法附則に基づき、伊方発電所３号機長期施設管理計画認可
申請を行った。 
また、同日、四国電力から、愛媛県及び伊方町に対し、伊方原子力発電所周辺の安全確

保及び環境保全に関する協定書に基づき、また、八幡浜市、大洲市及び西予市に対し、伊
方原子力発電所周辺の安全確保等に関する覚書に基づき、それぞれ事前連絡があった。 
これまで、愛媛県では、伊方原子力発電所環境安全管理委員会原子力安全専門部会（以

下「原子力安全専門部会」という。）において、本件について四国電力から報告を受けた上
で、技術的・専門的観点から審議を行ったので、その概要を報告する。 
 

２ 審議等の経過 

原子力安全専門部会における審議等の経過は以下のとおり。 
 

原子力安全専門部会における審議等の経過 

審議等回数 審議等年月日 内   容 

第１回 令和６年11月15日 ・長期施設管理計画の概要を聴取 

第２回 令和７年５月15日 
・国から審査結果を聴取 
・部会意見の取りまとめ 

 

３ 審議等で確認した事項 

（１）主な質疑＜参考資料１＞ 
➢ 設備の信頼性や人的過誤の監視方法 
➢ 品質マネジメントシステムや劣化評価の見直し 
➢ 製造中止品に関する対応 
➢ 技術力の維持、人材育成の重要性 など 

 
（２）原子力規制委員会の審査結果＜参考資料２＞ 

令和７年５月 15 日、原子力安全専門部会において、原子力規制庁から長期施設管理
計画認可申請の審査結果の説明を受けた。 
長期施設管理計画認可申請については、原子力規制委員会における審査の結果、劣化

評価の方法、技術の旧式化等への措置（製造中止品管理）、劣化を踏まえた上での技術基
準規則への適合など、改正法第２条の規定による改正後の核原料物質、核燃料物質及び
原子炉の規制に関する法律（以下「新原子炉等規制法」という。）第 43条の３の 32第６
項に定める要件に適合していることを確認したことから、令和７年３月 27 日、改正法
附則第４条第１項に基づき認可された。 
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 参考資料１  

参考資料 1-1 

伊方原子力発電所環境安全管理委員会原子力安全専門部会 委員コメント一覧 

 

番号 日付 

コメント 
委員 

（敬称略） 
委員コメントまとめ 

回
答
者 

回 答 

1 

R6 

11/15 

村松 

設備の信頼性や人的
過誤について、どのよう
にデータを得て監視し
ていくのか。 

四
電 

設備については、EAM（統合型保修管
理システム）を用いて、故障の状態等
を記録・確認できるようになっている。
システムには人的過誤についても登録
できるようになっていることに加え、
別途、分析を行い、共通要因に対処す
るという活動を実施している。 

2 村松 

マネジメントシステ
ムの中で、PDCA のチェ
ックに当たる段階につ
いて、横断的・経営的な
観点で確認できるよう
になっているのか。 

四
電 

保全を実施した際に、劣化の兆候や
劣化状況を確認し、その結果を用いて
評価を行った上、その評価内容を各部
署を集めた会議体で議論し、今後の保
全について取り決めるといった取組を
実施しているところ。 

3 村松 

最近はリスク情報を
使った検査の中で、安全
実績指標として、スクラ
ム（自動停止）の頻度や
安全機能の信頼性を監
視するようにされてい
るが、システムの信頼性
はどの程度まで監視で
きるようになっている
のか。 

四
電 

EAM には、設備の不適合に関する情
報を全て入力することになっており、
保全の有効性評価に係る会議を定期的
に開催し、評価を行っている。 
検査等におけるリスク情報の活用に

ついては、電力各社でも話が出ており、
伊方発電所においては、取組が始まっ
たところであるが、前向きに進めてい
きたいと考えている。 

4 岸田 

製造中止品情報の入
手方法について、「適宜
入手」と「定期入手」が
あり、どちらもメーカか
ら入手することになっ
ているが、この二つの違
いは何か。 

四
電 

「適宜入手」は、日常の保全活動の
中で、プラントメーカや部品供給者と
コミュニケーションを取り、必要な情
報を入手するというもの。 
「定期入手」は、半期ごとに開催さ

れる PWR（加圧水型原子炉）事業者連絡
会において、プラントメーカや PWR 他
事業者からの情報も併せて情報提供い
ただくというもの。 

5 北田 

劣化評価の方法につ
いても、PDCA で見直し
ていくのか。 四

電 

劣化評価の方法も見直しの対象に含
んでおり、例えば新知見等が得られた
とき、場合によっては、長期施設管理
計画の変更認可申請を行うということ
もあると考えている。 

6 森 

品質マネジメントシ
ステムの運用方法が明
示化され、構成要員や部
署に認識されることが
重要だと思うが、こうい
ったことを明示するか
どうかの方向性を伺い
たい。 

四
電 

長期施設管理計画の中に、品質マネ
ジメントシステムを明記することが求
められている。今回、特出ししている
技術の旧式化、製造中止品管理のプロ
セスについては、保安規定に既に規定
されている品質マネジメントシステム
の一つとして記載している。 



 

参考資料 1-2 

番号 日付 

コメント 
委員 

（敬称略） 
委員コメントまとめ 

回
答
者 

回 答 

7 

R7 

5/15 

高橋 

「３号炉」と「３号機」
は同じものを指してい
るのか。統一したほうが
よいのではないか。 

原
子
力
規
制
庁 

「機」と「炉」は同じものを示して
おり、関係法令の関係で使い分けてい
る場合があったり、事業者によって表
記が違ったりする場合があるが、基本
的に、長期施設管理計画の制度では全
て「炉」で統一されている。 

8 渡邉 

「最新の知見」という
文言について、委員と原
子力規制庁の考えてい
る意味合いが異なるの
ではないか。学会等の議
論は含まれておらず、最
新となっていないので
はないか。 

原
子
力
規
制
庁 

学会等で議論された個別情報の全て
は反映されておらず、ある程度コンセ
ンサスが得られたものを最新の知見と
して扱っている。各業界等で議論され
ているような内容は、原子力規制庁の
技術情報検討会という場で確認・検討
しているほか、事業者による安全性向
上評価では、論文等も含めて確認され
ている。 

9 北田 

評価で使用されてい
る技術的な規格につい
て、古いバージョンを使
用しているものがある
が、「最新の知見」とし
ていることに違和感が
ある。 

原
子
力
規
制
庁 

技術評価の中で規格基準が使用でき
るかどうか確認するプロセスがあり、
基本的にはそういったプロセスを踏ん
だものを使用している。 

10 村松 

炉内核計装装置の不
具合事象を見ると、メー
カや電力会社の技術的
能力を維持していく必
要があると考えられる
が、品質マネジメントや
人材育成について、原子
力規制庁としてどのよ
うに確認していくのか。 

原
子
力
規
制
庁 

劣化管理に関する品質マネジメント
については審査しているが、ナレッジ
マネジメント（知識の共有化）は、安
全性向上評価届出制度の中で反映する
こととしている。 

11 村松 

様々な制度にまたが
っていると思うが、事業
者は全体を見て判断し
ていく必要があり、人材
の劣化が悪影響を与え
ないように管理してい
くことが重要であると
考える。 

－ － 

12 中村 

劣化評価については、
機器の重要度分類を踏
まえて行われているの
か。 

原
子
力
規
制
庁 

重要度分類のほか、高温・高圧とな
る機器を抽出して評価されている。 



 

参考資料 1-3 

番号 日付 

コメント 
委員 

（敬称略） 
委員コメントまとめ 

回
答
者 

回 答 

13 

R7 

5/15 

中村 

製造中止品管理に関
して、今後製造されなく
なる設備についてはど
のように備えているの
か。また、他の発電所と
共通するような設備は
共同して対応するとい
う理解でよいか。 

原
子
力
規
制
庁 

事業者として運転に影響が出るもの
は前もって情報収集している。定期的
に開催される PWR 事業者連絡会におい
て情報共有するほか、適宜、メーカや
協力会社から直接情報収集する等、多
重のルートで確認している。 

14 森 

「塩分浸透」の評価手
法について、原子力規制
庁の資料に記載がある
ものと、四国電力の資料
にあるものは対応して
いるのか。 

四
電 

原子力規制庁及び四国電力資料の
「塩分浸透」の評価手法に関する記載
は対応しているものである。 

15 渡邉 

「最新の知見」につい
て先ほど原子力規制庁
に確認したが、同庁の
「最新の知見」は、学会
等の議論が全て反映さ
れているものではなく、
承認された規格である
と承知した。知見につい
て、新しいから正しいと
いうものではないと思
うが、誰が責任を持って
確認しているのか。 

四
電 

新たな知見については、規格等に反
映されたタイミングで反映している
が、すぐ対応しなければならないもの
は、速やかに反映していくこととして
いる。 
新しい知見が必ずしも正しいという

ものではないため、広く認知され共通
の認識が得られたものについて取り込
んでいく。 

16 北田 

設計の古さについて
は、原子力規制庁と協議
されていると思うが、改
善すべき点は出てきて
いないということか。 

四
電 

今回の長期施設管理計画は、物理的
な劣化について審査されているもので
あり、設計の古さについては、別途、
原子力規制委員会と事業者が協議して
いるところ。 

17 村松 

品質マネジメントシ
ステムと人材育成を結
び付けて考えることは
重要であり、改善の余地
があると思うので、PDCA
サイクルの中で、節目ご
とにチェック結果を当
部会に報告してもらい
たい。 

四
電 

どのような報告ができるか確認の
上、対応していきたい。 

 

 
  



 

参考資料 1-4 

（参考）伊方原子力発電所環境安全管理委員会 委員コメント一覧 

 

番号 日付 

コメント 
委員 

（敬称略） 
委員コメントまとめ 

回
答
者 

回 答 

1 
R6 

11/25 
村松 

炉内核計装装置の不
具合事象については、長
期運転の中で、設計変更
や製造中止等によって
新製品を導入した時の
調達管理に十分な検討
がなされているかの重
要性を示唆する事例で
あるので、運転員や保修
員の力量の他、調達管理
のマネジメントの監視
も注意して丁寧にやっ
てもらいたい。 

－ 

 
 
 
 
 
 

－ 

2 
R7 

3/24 
占部 

原子炉や制御系を含
むシステムの全体像を
把握できる人材が減少
しており、そこが弱点に
なっていると思われる。
総合的にシステムを評
価できる人材の育成に
ついて、どのような計画
を持っているのか。 

四
電 

御指摘のとおり、福島原発事故後、
原子力の起動プラントの減少に伴い、
総合的に設計、評価する人材も減少し
ており、人材育成について、国の委員
会でも問題視されている。 
四国電力としても、松山の原子力保

安研修所において、過去のトラブル事
例を踏まえた研修を行うなど、人材育
成に努めてまいりたい。 

 



 参考資料２  

参考資料 2-1 

原子力規制委員会の審査結果について 

（令和７年５月 15日に開催した原子力安全専門部会における原子力規制庁からの説明資料を基に、
愛媛県が作成。） 

原子力規制委員会は、以下の審査結果を踏まえ、令和７年３月 27日、長期施設管理計

画認可申請を認可した。 

 

(1) 審査内容 

原子力規制庁は、四国電力が策定した長期施設管理計画が新原子炉等規制法第 43 条

の３の 32第６項各号の要件に適合しているか、以下のとおり審査を行った。 

① 第１号 

・劣化評価の方法について、通常点検、劣化点検及び特別点検の結果に基づき、発電

用原子炉施設の劣化の状況を把握していることを確認した。 

・発電用原子炉施設の使用の履歴及び劣化の状況に基づき、その特性に応じた評価対

象機器等を選定し、最新の科学的及び技術的な知見を踏まえて技術評価の方法を定

めていることを確認した。 

② 第２号 

・劣化を管理するために必要な保全及び技術評価で抽出された追加保全策（監視試験

に関する措置を含む。）を実施することが定められていることを確認した。 

・技術の旧式化その他の事由により、発電用原子炉施設の安全性を確保するために必

要な物品又は役務の調達に著しい支障が生じることを予防するための措置として、

製造中止品管理プログラムを策定し運用するとしていることを確認した。 

・上記の措置に係る品質マネジメントシステムとして、保安規定において設置許可申

請書等に記載された方針に従って構築された品質マネジメントシステムに基づき、

劣化管理を実施することを確認した。 

③ 第３号 

・長期施設管理計画の期間における劣化を考慮した上で、技術基準規則に適合するこ

とを確認した。 

・技術評価においては、本申請が現行制度下での残存期間と同じ期間を対象として作

成される長期施設管理計画であることを踏まえて、既認可の高経年化技術評価書の

技術的内容が引き続き妥当であることを確認した上で、それに基づく評価を行って

いることを確認した。 

 

(2) 審査結果 

原子力規制庁は、審査の結果、長期施設管理計画が新原子炉等規制法第 43 条の３の

32第６項各号に定めるいずれの要件にも適合していると認められると判断した。 
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実
施

時
期

の
考

慮
要

素

施
設

管
理

の
重

要
度

予
備

機
の

有
無

使
用

環
境

及
び

設
置

環
境

に
よ

る
劣

化
傾

向

予
備

品
の

保
有

数
量

及
び

使
用

見
込

み

特
殊

性
（汎

用
的

で
は

な
い

技
術

を
用

い
た

機
器

等
）

対
応

の
方

法

市
中

在
庫

品
等

の
活

用

設
備

更
新

／
修

理

特
別

生
産

他
の

機
器

部
品

の
活

用

リ
バ

ー
ス

エ
ン

ジ
ニ

ア
リ

ン
グ

設
計

変
更

を
伴

う
設

備
更

新

保
守

サ
ー

ビ
ス

契
約

製
造

中
止

品
管

理
に

つ
い

て
（
２

／
２

）

対
応

方
針

の
策

定

⚫
特

定
さ

れ
た

機
器

等
に

対
す

る
対

応
方

針
と

し
て

、
対

応
の

方
法

及
び

実
施

時
期

を
定

め
、

保
全

計
画

に
反

映

対
応

の
実

施

⚫
保

全
計

画
に

従
い

、
保

全
の

一
環

と
し

て
点

検
、

工
事

等
の

対
応

を
実

施

有
効

性
評

価

⚫
保

全
及

び
施

設
管

理
の

有
効

性
評

価
を

実
施

、
そ

れ
ら

の
有

効
性

を
定

期
的

に
確

認
し

、
継

続
的

な
改

善
に

つ
な

げ
る

対
象

の
特

定

⚫
入

手
し

た
製

造
中

止
品

情
報

を
元

に
、

調
達

支
障

の
お

そ
れ

が
あ

る
構

造
物

、
系

統
及

び
機

器
を

特
定

対
策

の
事

例

製
造

中
止

部
品

名
対

策
内

容

所
内

母
線

保
護

継
電

器
代

替
品

に
取

替
え

水
中

カ
メ

ラ
ケ

ー
ブ

ル
必

要
な

長
さ

を
購

入
、

必
要

に
応

じ
取

替
え

を
実

施

安
全

系
計

装
用

電
源

装
置

代
替

品
に

取
替

え

【参
考

】伊
方

３
号

炉
に

お
け

る
運

用
の

実
績

1
2
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保
全

対
象

範
囲

の
策

定
【
②

劣
化

管
理

の
範

囲
の

策
定

】

施
設

管
理

の
重

要
度

の
設

定

保
全

計
画

の
策

定
【
③

通
常

点
検

、
劣

化
点

検
、

特
別

点
検

の
計

画
の

策
定

】

保
全

の
実

施
【
④

通
常

点
検

、
劣

化
点

検
、

特
別

点
検

の
計

画
の

実
施

】

⑦
経

年
劣

化
に

関
す

る
技

術
的

な
評

価

不
適

合
管

理
、

是
正

処
置

及
び

未
然

防
止

処
置

保
全

活
動

管
理

指
標

の
設

定
及

び
監

視
計

画
の

策
定

保
全

活
動

管
理

指
標

の
監

視

施
設

管
理

の
有

効
性

評
価

保
全

の
結

果
の

確
認

・評
価

【
⑤

通
常

点
検

、
劣

化
点

検
、

特
別

点
検

結
果

の
確

認
・評

価
】

施
設

管
理

の
実

施
方

針
及

び
目

標
【
①

長
期

施
設

管
理

計
画

の
反

映
】

保
全

の
有

効
性

評
価

【
⑥

通
常

点
検

、
劣

化
点

検
、

特
別

点
検

の
有

効
性

評
価

】

施 設 管 理 計 画

保
全

プ
ロ

グ
ラ

ム

⑧
劣

化
を

管
理

す
る

た
め

に
必

要
な

措
置

：追
加

保
全

策

品
質

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

シ
ス

テ
ム

に
つ

い
て

通
常

点
検

、
劣

化
点

検
及

び
特

別
点

検
並

び
に

技
術

評
価

に
係

る
業

務
プ

ロ
セ

ス

◼
規

制
庁

は
、

劣
化

管
理

に
係

る
品

質
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
シ

ス
テ

ム
に

つ
い

て
、

以
下

に
掲

げ
る

事
項

を
確

認
し

た
こ

と
か

ら
、

審
査

基
準

を
満

足
し

て
い

る
と

判
断

し
た

。

➢
品

質
管

理
基

準
規

則
及

び
同

規
則

の
解

釈
を

踏
ま

え
、

設
置

（変
更

）許
可

の
方

針
に

従
い

、
保

安
規

定
に

お
い

て
品

質
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
シ

ス
テ

ム
計

画
を

定
め

る
。

➢
劣

化
管

理
に

係
る

業
務

は
、

上
記

の
品

質
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
シ

ス
テ

ム
計

画
に

基
づ

き
実

施
す

る
。
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